
「新成長戦略実現に向けた3段構えの経済対策」における

ステップ１、２の進捗状況

≪事業の実施状況≫

≪予備費の執行状況≫

ステップ１ （予備費を伴う47事業） ステップ２ （予算を伴う155事業）

≪事業の実施状況≫

≪補正予算の執行状況≫

○１月までにすべての事業について公募等を
開始済＜11月時点では２事業が公募開始未了＞

①46事業（全体の98％）：交付済、交付先決定済
＜11月時点：31事業（66％）＞

②１事業（全体の２％）：交付先未定等
＜11月時点：16事業（34％）＞

平成22年９月24日
予備費（9,179億円）使用の閣議決定

平成22年11月26日
補正予算（48,513億円）成立

①91事業（公募等開始済の66％）：交付済、
交付先決定済

②46事業（公募等開始済の34％）：交付先未定等

○137事業（全体の88％）について公募等を開始済
＜18事業（全体の12％）について公募開始未了＞

ステップ１、２の効果を早期かつ最大限に引きだすよう、さらなる推進を図り、ステップ３（平成23年度
予算・税制等による新成長戦略の本格実施）へ切れ目なくつなげていくことが重要
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ステップ１（1,000億円）、２（1,000億円）追加
ステップ２で１年延長

   さらに、対象分野に教育・研究等を追加

23年9月末まで延長
（1,000億円追加）

23年度に求職者支援
制度創設（628億円）

成長分野等人材育成支援事業創設（500億円）

予算を拡充（57億円）

モデル事業(パーソナル・サポーターの配置等）の実施（29億円）

３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金（55億円）の創設 拡充・延長（157億円）

３年以内既卒者トライアル雇用奨励金（65億円）の創設 拡充・延長（225億円）

既卒者育成支援奨励金（113億円）の創設

新卒者就職応援本部（2.6億円）、
新卒応援ハローワーク（3.8億円）の設置・就職支援

23年度にかけて10,000人の実施計画（98億円）

①新卒者就職実現プロジェクト

②ジョブ・サポーター増員

④中小企業における

インターンシップ実施

⑦重点分野雇用創造

22年９月 23年３月末 24年３月末22年11月

ステップ２ （実施中）ステップ１ （実施中）

23年度予算（110億円） 2,003人を維持

21年度2次補正等により

約5,000人実施

21年度2次補正で創設

（1,500億円）

⑨成長分野等企業における職業訓練支援

⑤派遣労働者直接雇用の推進 22年度当初予算（48億円）

23年度予算（116億円） 追加

③新卒者就職応援本部、

新卒応援ハローワークによる支援
23年度予算（8.2億円） 継続

⑥パーソナル・サポート・モデル事業

23年度予算で関連予算（4.2億円）

雇用対策：ステップ１、２、３により切れ目ない対応

正規雇用458 人

トライアル雇用5,442人（1/9時点）

1,839人配置済み（1/17時点） 15,892人（22年９月～12月）の就職が決定

新卒応援本部 全都道府県に設置

新卒ハローワーク全都道府県56か所に設置

10月以降1,289人のインターンシップ成立（1/14時点）

５か所の第１次モデル事業開始。第２次モデル事業14か所を選定

事業開始

新卒者・若年者支援

雇用下支え・生活支援

雇用創造・人材育成

ステップ３ （今後国会審議）

⑧雇用保険未加入者への

無料の職業訓練と生活支援給付
21年度1次補正により緊急人材育成支援事業創設

46道府県に924.1億円を交付済 18道県に423.7億円を交付決定。3月までに交付終了予定

ステップ１（17億円）、２（5.5億円）で928人から2,003人へ増員計画



具体的な進捗状況（主要施策）
～雇用対策を中心に着実な執行、今後さらなる推進を図る～

≪雇用≫

≪地域活性化≫

≪消費・投資≫

①住宅エコポイント制度の延長・拡充
⇒昨年３月の申請受付開始以降、順調に利用が増加し、
累計約36万戸、約564億円相当のエコポイント発行

（12月末まで）

（内窓、リフォーム用ガラスの出荷は前年同月比約２～３倍で推移）
（平成22年2～11月）

⇒7万戸、123億円増

③建築物省エネ改修緊急支援事業
⇒昨年12月１日から（同月22日まで）募集を行っており、

採択先を決定後、順次、工事実施へ
③３年以内既卒者採用拡大奨励金
⇒正規雇用5,400人（平成22年度末）の計画に対し、
２万人の求人（現在、458人が正規雇用に）

⇒６千人増

②３年以内既卒者トライアル雇用奨励金
⇒正規雇用8,000人（平成22年度末）の計画に対し、
15.5万人の求人（現在、5,442人がトライアル雇用開始）

⇒４万人増

①学校施設の耐震化
⇒ステップ１は工事（約600棟）を実施中。ステップ２は昨年
12月に工事先（約2,200棟）を決定、順次、工事を実施へ

②住宅・建築物の耐震化緊急支援事業
⇒昨年11月29日から（本年１月28日まで）募集を行っており、
採択先を決定後、順次、工事実施へ

ステップ１、２

ステップ１、２ ステップ１、２

ステップ２

ステップ２

④中小企業におけるインターンシップ
⇒平成23年度にかけて10,000人程度の実施計画に対し
10月以降、1,289人のインターンシップが成立
⇒約400人増

※22年度の上期に約5,000人のインターンシップを実施。（終了
後の状況確認ができた約3,500人のうち約1,300人が就職）

ステップ１ ステップ１、２

②低炭素型雇用創出産業立地支援（1,100億円）

⇒昨年末に153件（うち中小企業41件）の採択先を決定

ステップ１

※ 赤字については、昨年12月の月例経済報告閣僚会議説明資料からの進捗

①重点分野雇用創造事業の拡充
⇒ステップ１は1月までに交付終了予定
（現在、46道府県に924.1億円を交付済）

⇒23県、366億円増※

⇒ステップ2は3月までには交付終了予定
（現在、18道県に423.7億円を交付決定）

ステップ１、２を合わせて平成23年度末までに
約８万人の雇用創出の見込み

ステップ１、２
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